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　本研究では日本とイギリスの官僚制改革について、組織管理、人事、意思決定の3つの側面から比較
研究をおこなったが、紙幅の関係から本報告書では、サッチャー保守党政権以降の官僚制改革のうち、
組織管理改革について概観する。
（1）組織管理改革
　イギリスは大きな歴史的断絶を経ていないため、官僚制も家産官僚制の時代からの制度的連続を維持
している部分が多い。国王に仕える「軍人ではない従者」として発達してきた官僚制の組織や人事の最
終的決定権は、現在でも国王大権（royal　prerogative）として残り、君主を実質的に代行する首相がこれ
を行使している。イギリスでは、枢密院令（Order　in　Council）によって官僚制の組織も人事も変更でき
るのである。これは、立法府の関与なしに、行政府の長である首相がその一存で自らの手足である官僚
制の在り方を決められるシステムであることを意味している1。プロウデンは、英国の公務員は西欧民主
主義国の中で最も制約の少ない行政府の中で働いており、リーダーが欲したことは殆ど実現するし、欲
することと正しいことの間には僅かの差しかない2と述べている。最近では議会（セレクト・コミッティ
ー）から、公務員法制定への要求や、官僚制の組織人事を枢密院令ではなく法律によって行うべきとす
る議論が強まっているが、政府がその特権を手放す様子はなく、議会は官僚制に対する影響力を持てな
いままである3。したがって、イギリスでは、政権がその政策の優先順位にしたがって、省庁を新設、改
廃するのは通例であり4、これを行政改革とはいわない。省庁再編が法律事項であり、行政改革の重要な
テーマになる日本とは異なり、以下に整理する組織改革でも各政権における省庁の変化には言及しない
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1制度上は、議会制定法で枢密院令を無効にすることができる。
2Plowden　W，　Mihisters　and　Mandarihes，乙oηあ〃痂5’加’θfor　Public　Policy　Research、　pp．　i　19－120．
3007年のブラウン発言を受けて2008年5月に提出されたcivil　service　act案は現状をほぼ追認するものであった。
4最近でもブレア政権は1997年、2001年、2002年、2005年、2006年に省庁の合併や新設、エージェンシーの省庁へ
の再統合、合併省庁の再分離などをおこなっている。
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ことに注意されたい。
　イギリスでは、官僚制に関する権限は、政府の中枢が握っている。歴史的に財務省と内閣府（cabinet
ofice）が財務や人事・組織からその権限を共有してきたが、サッチャー政権以降はこれに首相府、いわ
ゆるNo，10が加わり、官僚制改革のエンジンとなってきた。現在でも後述するCSR（Comprehensive　Spending
Reviews）PSAや（Public　Service　Agreement）など、財政を通じた官僚制全体の効率化に財務省は大きな
力をもっているが、官僚制改革や公共サービス改革のアイデアを提示し、主導権を握ってきたのは首相
府と内閣府である。1981年にサッチャー首相は、ウィルソン首相がフルトン報告を受けて創設したCivil
Service　Departmentを廃止し、給与以外の権限の殆どを内閣府に戻した。サッチャー以降の各首相は、N。，10
のPolicy　Unitに若手官僚の精鋭や外部からアドヴァイザーを招くなどして改革の知恵を絞り、内閣府や
首相府に新設した首相直属の部局（UnitやTask　Force）は、改革の青写真を実施してきた。サッチャー
首相が、新自由主義を旗印に、NPM改革あるいはmanagerial改革を決意したとき、制度上の障壁は高く
ない。しかし以下にみていくように、改革のアイデアを実施可能性なかたちに具体化するまでに約10年
の試行錯誤の期間を要し、さらに現在に至るまで約30年の時間をかけて段階的に実施されている。官僚
制改革の難しさがうかがえる。
　サッチャー保守党政権、メイジャー保守党政権、ブレア労働党政権の3っの政権下でおこなわれた組
織管理改革は、組織改革とこれに連動した管理改革とに分けられる。組織改革の第一は、エグゼクティ
ヴ・エージェンシー制度の導入による執行機関の切り離し、組織改革の第二は、官僚制の縁にあって執
行機能を担ってきたクアンゴの改革である。いずれも執行組織である。組織改革と連動しておこなわれ
た管理改革としては、市民憲章、マーケット・テスティング、PFI、　CSRとPSA、情報化などがある。
　1．組織改革
　1）エグゼクティブ・エージェンシー制度
　現在イギリスの公務員の約4分の3は、省から切り離され、特定の政策の執行に専念するエグゼクテ
ィブ・エージェンシーで働くようになっている。中央省庁の執行機能の大半は、その名のとおり、執行
機関であるエグゼクティブ・エージェンシーに移管され、政策形成を担うコア組織との分離がすすんで
いる。エージェンシー化の概念はフルトン報告以来のものであるが、エグゼクティブ・エージェンシー
の制度設計に至るまでには幾つかの試行錯誤があり、約10年の歳月を要している。また、メイジャー、
ブレア政権下では、エージェンシーの民営化がすすめられたほか、2004年のライオンズ・レヴューやガ
ーション・レヴューなど組織をさらに再編し一層の効率化をはかっている。業務と組織の見直しは常に
おこなわれており、省を中心に公共性の強さに応じて同心円状に広がる組織ネットワークは不断に変化
し続けているといえよう。
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　〈試行錯誤〉
　サッチャー首相は、就任後ただちにPrivate　OMce内に効率化室（EMciency　Unit）を創設し、ピース政
権でもアドヴァイザーを務めたDerek　Rayner5を長に（83年まで）、省の効率性の実態調査（Ethciency
Scrutinies）を開始した。レイナーの考え方のポイントは、シビル・サービス自身が改革の主役でなけれ
ば改革は成功しないという点にあった6。Unitは骨子を定めるにとどまり、調査される省の側に、対象の
選択や調査結果、その取扱い、対応策などの決定権をあたえ、調査もその省自ら（Principalランクのシビ
ル・サー・一バント）に行わせた。外部からの押し付けでなく、省庁自らに3Eやvalue　for　moneyに代表さ
れる効率性の文化を内部化させようとしたのである。しかしその成果は十分とはいえなかった。優れた
調査結果もだされたが、官僚一般の管理改革に対する態度は懐疑的で、これまでの改革提案と同じよう
に、部分的な実施にとどまった7。
　1982年に効率化室は、FMI（Financial　Management　Initiative）を開始した。1980年に、当時環境相だっ
たヘーゼルタインが発案し、環境省で試行されたMINIS（Management　Information　System　fbr　Ministers）
を拡充したものである。今回も、財務省とCabinet　OMceが作成した幅広い枠組みの中で、省庁は独自の
FMI（名称も様々）をっくることになった。枠組みは、財政情報の管理改善にとどまらず、目標設定と業
績評価、成果測定、アドバイザーの活用など幅広いアプローチを含んでいた。FMIの成果としては財務省
ほか複数の報告によって生産性の向上、すなわち歳出の節約が確認される一方、財政上の統制手として
の性格が強まっていった。次第にFMIは管理改革の本旨からはずれ、節約と人員削減の手段に堕してい
るのではないかとの批判が強まり、89年に行われた外部機関による評価では、FMIをこれ以上続ける価
値はないと結論づけられた8。
　＜エグゼクティブ・エージェンシー＞
　1986年、実業界からレイナーの後任として効率化室の長に就いていた（83年～）イブスIbbsは、サッ
チャー首相の意向をうけ、官僚制改革の次の一手を考えることになった。効率化室の3人（Jenkins，　Caines，
Jackson）とともに、省庁と主要企業でのフィールドワーク、150人の大臣と高級官僚へのインタヴュー、
Council　of　Civil　Service　Unionsとの公式会合などを経てっくられたこの報告書lmproVing　Management　in
Government：the　Next　Steps9は、イブス・レポートあるいはネクスト・ステップス・レポートとして世
に知られることになる。この報告書は、1987年春には首相に提出されたが、一部閣僚や財務省を中心と
するホワイトホールの抵抗によって幾っかの修正がなされ、公表されたのは88年2月である。サッチャ
ー首相は、レポートの実施を公言しっつ、財務省が当面、公務員の給与や人事に関する権限を維持する
5小売業マークス＆スペンサーの管理改革に成功し、実業界で高く評価されていた人物。
6Pyper　R，　The　British　Civil　Servi¢e，　Prentice　Hall　Harvester　Wheatsheaf，1995，　p．58－59．
7Pilkington　C，　The　Civl7　Service加Britain　today，　Manchester　U．　P．1999，　pp．69－71．
8Pilkington，　op．　cit．，p．72．　Richards　S，‘The　financial　management　initiative’in　Gretton　J．＆Harrison　A．，（eds）　，　Thθ
　Commo／7s　Under　Scrutihy，　Routledge，　1987．
9EfHciency　Unit，　Improving　Management　in　Government：The　Next　Steps，　Report　to　the　Prime　Minister，　HMSO，1988．
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こと、大臣責任に関する憲法上のしくみを変えないこと、すなわちエージェンシーは直接議会に責任を
負うわけではなく大臣の監督下に残ることを強調している。Peter　Kempieをプロジェクトマネージャーと
して動き出したネクスト・ステップは、緩やかに始まったがメイジャー政権下で順調にエージェンシー
化をすすめ、2000年度までに少なくとも75％のシビルサービスをNext　Stepsで作動させるとのKempの
主張は現実のものになった。労働党政権下でも制度は継続している。
　エージェンシーは、日常的な政策執行にっいて大臣から権限を委任された長（chief　executive）が、さ
まざまな管理手法を駆使し、資源を効率的に運用することによって目標を最大限に達成するためのしく
みである。長のグレードは、エージェンシーの重要性に応じて多様であるが、業務の性質上馴染まない
ものを除き、公開競争試験による採用が原則であり、幹部級の公開構造がつかわれることが多い1］。97
年までに、長の3分の2は公開競争によって任命され、うち3分の1は外部から採用されているE2。大臣
は任命するエージェンシーの長との間で枠組文書（Framework　Document）を交わすが、ここに、執行す
べき業務と責任の範囲が個別具体的に確定される。当該工一ジェンシーが達成すべき目標、作業内容、
計画の作成、報告、人事、財源に関する諸権限、それに長本人の給与待遇を含めて、大臣と長は合意す
る。財務省がもっていた公務員の給与等に関する諸権限や、公務員委員会（Civil　Service　Committee）が
もっていた人事権のうち上級レベルを除く部分の権限は段階的に各省大臣に委任され、大臣はこれをさ
らに自省内のエージェンシーの長に契約期間、委任することで、複雑な階統組織を経由することなく、
大臣の責任の範囲内で実施活動を効率化することができるようになった。枠組文書は、年度ごとの計画
や目標達成度などとともに、一般に公表され、長は、契約期間終了後、その業績によって評価される。
目標（performance　target）は、大臣とチーフ・エクゼクティブと高級官僚（ホワイトホールでcore
departmentsとして知られるようになってきたもの）との相互作用で決まるが、一般に達成したときには
契約時の固定給とは別にボーナスが支給される。任期は一般的に5年であるが、給与は同じグレードの
公務員の倍近い場合もある13。
　エージェンシー化によって行政組織は、政策形成にかかわる戦略的機能を担う中核となる省（core
departments）と政策執行、すなわち日常的な行政管理をおこなうエージェンシーとに大別されるように
なった。地域への再配置もすすみ、1976年には公務員全体の5分の2がロンドンで勤務していたが、2005
年には5分の1以下に減っている。また人事権も移譲され、83年、91年には、省庁にジュニア・スタッ
フの採用権限やキャリア政策、訓練の権限、グレード7以下の採用権限が移譲され、さらに93年以降は、
省庁がその権限をエージェンシーに移譲するなか、後述するように、一括採用されコア省庁に勤務する
1°KempはMarket　Testingに消極的でWaldegraveと対立、92年解職される。彼はパブリック・スクール卒でもオック
ス・ブリッジ卒でもなく、専門職として入省して財務省の要職に就いた異色の人材であった。
t「　lowden，　pp．47－48．93年の時点で、チーフ・エグゼクティヴのグレードは、94のポストのうち、グレード1（Permanent
　Secretary相当）が1、グレード2（Deputy　Secretary相当）が8、グレード3（Under　Secretary相当）が35となって
　いる。うち63がopen　conpetitionによって、34が外部から採用されている。
12Burnham　J．＆Pyper　P．β碗∂加苫Modernised　C7vi／Sθrvicθ，　Palgrave　Macmillan，2008，　p．207．
13@Pilkinton，op．　cit．，P82．
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ことになる幹部人事と、省庁やエージェンシーごとに採用される公務員人事とに分かれてきている。政
府は、エージェンシーと核省庁が、互いに交流するよう奨励している且4が、実際には限定的であり、外
部採用のチーフ・エクゼクティブが任期終了後、省庁にポストを得る可能性は非常に少ないという15。
　エグゼクティブ・エージェンシーは、業務内容もその規模も多様であるが、その性質によって幾つか
の分類が可能である。たとえば、省との関係からは大きく2つに分けることができる16。
　　①主流のエージェンシー（Mainstream　Agencies）
　　　　省の政策や法令執行にとって中心的な役割をもつエージェンシー
　　　　規模の大きなもの（社会保障省の給付庁や内務省の刑務サービス庁など）
　　　　規制機関（運輸省の車両検査庁など）
　　②専門サービス・エージェンシー（Specialist　Service　agencies）
　　　　専門的なサービスを省を問わずにおこなうエージェンシー
　　　　ランカスター公領の情報中央庁や国防省の気象庁など
　　　　このタイプのエージェンシーの多くは、トレーディング・ファンドとして作動しており、商業
　　　　的取引から収入を得、ファンドの自由な運用も認められている。
　エグゼクティブ・エージェンシーは、結果的に、民営化の準備段階として組織される場合も多い。92
年、メイジャー政権のもとで、優先順位選択テスト（prior　options　test）が全省に課せられた。省はすべ
ての業務について、廃止、民営化、民問委託、エージェンシー化、省の中核業務、のいずれかを選ぶよ
う求められた。このテストは、ブレア労働党政権でもチャレンジ（challenge）と名前を変えて継続してい
る。公的サービスの効率化という観点からするとエージェンシーの優先順位は低く、運営が軌道にのり
民営化が可能になれば売却されることになる。96年にはHMSOとRAS（Recruitment　and　Assessment
Service）など9つのエージェンシー、約5200の職が民営化された。とくに幹部公務員の過半数を占める
first　streamの採用を司るRASの民営化については貴族院が強く反発したが、結局、　Capital　Group　plcに
売却された。またブレア政権下でもMODを中心に6っのエージェンシーが民営化された。なかでもDERA
（Defence　Evaluation　and　Research　Agency）は、一部を残して民間に売却されたが、これを購入したカー
ライル・グループが直後に高値で再売却し物議をかもした。
　ブレア労働党政権は、1998年、エージェンシー化が始まって正0年を期に98年、エージェンシー・プ
ログラムは完了し、今後はパフォーマンスの改善を進めると表明した17。この時点でエージェンシーは
「4Fraser　Report
ls　Plowden：48－53
16E伍ciency　Unit，　Making　the　Most　of　Next　Steps：The　management　of　mihisters　’（departm　en　ts　and　thθi）　executive　a9θncies，
　London；HMSO，199L当時の効率化室長の名前を冠してFraser　Reportとよばれるこの報告書には4分類されている。
　この2分類はそれを2つに簡素化したpilkinton，pp．81－83．の分類である。
17@Cabinet　Of行ce，　／）bLκt　Steps　Briefing　Notθ，　Cabinet　Of巨ce．
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116、全シビル・サーバントの77％を占めるまでになっていた。エージェンシー化による行政の断片化が
指摘される中、joint－up　governmentを唱えるブレア政権は、エージェンシーを合併させたり、エージェン
シーを解消しコア省庁に戻したり、所属する省庁を変更したりするなどして、2004年には106、全体の
73％に減っている。
　このようにエグゼクティブ・エージェンシー制度の創設は、官僚制組織に大きな変化をもたらした。
巨大組織の底辺で軽視されてきた政策執行は、独立した組織を与えられ、原則的に公開競争試験で選ば
れた長が、大臣の監督下で、権限と責任を付与されて目標の達成に努めるようになった。エージェンシ
ーはさらに、後述するさまざまな管理手法を導入する単位となり、人事制度にも改革をもたらした。効
率的な政策執行に専念するエージェンシーの長は、コア省庁での政策形成の場で、従来とは異なるフィ
ードバックをしている。
　フルトン報告で勧告されながらそのまま放置されていた、管理責任の明確化や、部門ごとの目標と優
先順位の明確化、個人ごとの業績評価と個人責任の明確化、組織のフラット化、執行業務の切離しによ
る効率的運用と大臣の指揮権の留保などは、このエージェンシー化で相当程度、解決されたということ
ができよう。もちろん、大臣責任とエージェンシーの責任の関係や、サービスの断片化、エトスの喪失
など、エージェンシー化とそれに伴う様々な改革には弊害も指摘され、効率性の向上についても目標の
設定方法や指標の適切さなどに議論の余地はある。ブレア政権では、白書Modernizing　Governmentで、
これらの克服を目指した各種プログラムを提唱している。しかし制度が維持されている事実が示すよう
に、全体としてみたとき、行政技術水準は確実に改善されているといってよいだろう18。
　2）QUANGOs
　〈NDPBs＞
　エージェンシーと類似した組織にクアンゴ（QUANGOs：quasi－autonomous　norgovernmental
organisation）がある。政府の用語ではNDPBs（Non－Departmental　public　bodies）という。省庁の一部で
はないが、フリンジ・ボディとして大臣に責任を負う。政策執行機能を担う組織と助言機能を担う組織
とがある。組織員は公務員ではない。保守党議員のPhilip　Hollandが、最初に注目し、76年に3ヶ月の調
査をおこなった。労働党政権下にあったホワイトホ・一・一ルで、バトロネージによって組合のボスの多くが
恩恵を被っていることが明らかになった。サッチャーは、79年の選挙後、Leo　Pliatzky（former　Permanent
Secretary　at　the　Trade　and　Industry　department）による調査をおこない、80年の報告書でNDPBsを造語、
2117団体をのうち246を廃止した。残った1871の団体もNational　Audit　OMceによって歳出を監視され
ることになった。85年以降は一部（top50）がPCA（オンブズマン）の検査対象になり、後述する市民憲
章やmarket　testingの対象にもなった。
［8Hennessy：1993：Next　Steps以前のシビルサービスの技術水準は1830年代と述べている。
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　しかし、サッチャー政権下での規制緩和や民営化の結果、QUANGOsの新設も相次ぐ。　Oftel、　OfKvat、
Offer、　Ofgasは、それぞれ規制緩和や民営化がすすんだ電気通信、水、電気、ガスの各産業で、消費者利
益を代表することを任務としている。現在では政府はこれらをNMGDs（non－ministerial　government
departments）として区別しているが、ホワイトホールの外では通用していない。また、教育、保健、社
会サービスなど主に地方政府が独占してきた領域にも市場が参入したが、これらの企業の私的利益を公
的目的に従属させるための新しい規制機関あるいは監督機関、とくに会計検査機関（Audit　Commission）
も数多く設立された。これらの規制機関の長も、バトロネージによって時の政権の有力者の友人や支持
者が任命された19。
　92年にはメイジャー保守党政権下でNDPBs設立の要件についてガイドラインが示され、すべての
NDPBsがスポンサー省庁を通じて議会に説明責任を負い、5年ごとのレビューを受けることになった。
しかし、これらの改革は抜本的改革には遠く、クアンゴに対する批判は変わらなかった。選挙された公
職者ではなく、任命された公職者が幅広い公共サービスの提供を監督するのは、説明責任の危機を作り
だしていると指摘されている2°。
　＜NMGDs＞
　Non－Ministerial　Government　Departments（NMGDs）は、ブレア政権下2004年につくられた新しい分
類の組織であり、その名のとおり、省の一部ではあるが、大臣を長としない組織である。直接的な政治
的統制が不適切である業務を括りだしたもので、議会や裁判所に直接責任を負い、独立した委員会によ
って運営される。委員会のメンバーには外部の専門家と幹部公務員で構成されることが多い。ただし現
在では幹部公務員にも民間での経験があるものが多くなっている。NMGDsは、その境界的な性質から
QUANGOsに分類されることも、政府の公式見解のように厳密に区別して論じられることもあるが、そ
の多くが、以前はNDPBsであったり、類似の組織が別の地域ではNDPBsとして設立したりされている21
ことから、一般的にはクアンゴの一部とみなされることが多いようである。
　現在39の組織がNMGDsとして設立されている。主なものとしては、国税や関税を集めるRevenue＆
Customsや、チャリティ団体の登録やそれらの活動をモニターするCharity　Commissionなどのほか、消
費者保護や競争法の適用など経済規制全般をおこなうOFT（Ofice　of　Falr　Trade）や、子供たちへの教
育・訓練を検査するOFSTED（OMce　for　Standards　in　Education）、食品の安全性を検査するFood　Standards
Agencyなど、主務官庁と緊密に連絡をとりながら、中立的立場から一定の専門性をもって特定領域を規
1993年9月の議会では労働党議員George　Howarthがメイジャー保守党政権下では保守党への献金とquangosのポストが
　密接に結びついていると批判した。quangoの役職者、いわゆるquangocratsの給与への批判もあるが、一部に£9800、
　9200の高給がある一方、大半は民間に比べると低く、無給の者や実費のみ請求の者などもいる。
20iohn　Stewartは92年Accountability　to　the　Publicのなかで
2且2009年に設立された北アイルランドのCharity　Comission（Charity　Commission　for　Nothern　Ireland）はNDPBsであ
　る。
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制する各種規制機関の多くが含まれている。NMGDはエージェンシーを設立することもできるし、大臣
に助言をすることもできる。予算は所属する省からではなく、財務省によって設定され、多くの場合、
提供するサービスに課金して収入を得ることもできる。
　2．管理改革
　エグゼクティヴ・エージェンシーの長、チーフ・エグゼクティブや省庁が、効率化をすすめるための
管理ツールが幾つも用意された。積極的に使いこなす管理ツールとしては、市民憲章、マーケット・テ
スティング、PFIがあげられる。これとは別に、省ごとのルールや枠組文書による大臣との契約をこえて、
財務省や議会が、エージェンシーや省庁の効率的管理を確保するためのツールとして新たに加わったも
のに、セレクト・コミッティーの拡充、CSR（Comprehensive　Spending　Review）とPSA（Public　Service
Agreement）、情報化（e－envoy98～04，　e－Gu）がある。ここでは、改革として新たに加わった部分を中心
に議論し、従来からある行政統制については2章で論じる。
　1）市民憲章
　市民憲章（Citizen’s　Charter）22は、市民の行政サービスへの満足度を高めるためにはじめられた。エ
ージェンシー化など一連の改革が行政サービスの管理者に節約を促すあまり、「よいサービスの提供」が
疎かになることを懸念して導入されたものである。1991年メイジャー首相の強い意向でCabinet　O伍ce
にCitizen’sCharter　Unitが新設され、10年間のプログラムとしてはじめられた。市民を顧客として位置
づけ、行政の応答性を高め、サービス水準を向上させることを目的とするものであった。対象は省庁や
エージェンシーなど中央レベルにとどまらず、地方自治体、NHS（National　Health　Service）、裁判所、
警察、救急サービスなどすべての公的サービスに及んでいた。憲章はサービスごとに各自が設定し、97
年時点で40の全国レベルの憲章と1万を超える地方レベルの憲章が確認されている。
　市民憲章は、そもそも労働党政権下の地方政府のアイデアであり23、ブレア労働党政権に変わっても
Service　Firstと名前を変えて存続している。チャーター・マークている。ただし、憲章の内容が住民の要
求に沿っているか、憲章と現実のサービス水準は合っているかなどその実効性については議論があり、
検証の結果、2003年からはベンチマーク方式に変更された。
　2）マーケット・テスティング
　同じ1991年には、効率化の新しい手段として、マーケット・テスティング（Market　Testing）が開始
された。それまで行政組織がおこなってきた行政サービスを、民間企業と競わせるしくみである。官民
競争入札によって、行政組織の効率性を企業組織の効率性と直接比較し、優れた組織が官民の別を問わ
22The　Oオ彦θη告Charter，　Cm　1599，　HMSO，1991．
23Tony　Butcher，2000，　p．71
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ず、当該サービスを受注する。1991年に大蔵大臣から議会に提出された報告書「質を目指しての競争」
（Competing　for　Quality）24で公表された。その副題「より良い公的サービスの購入」（Buying　Better　Public
Service）が示すように、公的サービスは必ずしも公的機関によって直接提供される必要はなく、官民を
問わず最上のサービスを提供しうるものからこれを購入し代金を支払うべきであるとした。この“Make　or
Buy”「直接提供するか市場から購i入するか」の決定が行政の重要な任務であるとされた25。翌年から公共
事業の分野で導入されたPFI（Private　Finance　lnitiative）とともに、　VFM（Value　for　Money）すなわち「税
金の価値の最大化」を旗印に行われたものである。
　マーケット・テスティングは、80年代から始まりすでに地方行政組織やNHSで定着していたCCT（強
制競争入札）26を、中央行政組織に導入したものである。ブルーカラーのみならず、グレーカラー、ホワ
イトカラーの業務まで入札の対象とされた点で、地方レベルのCCT以上に急進的であるともいわれた。
in－house　biddersとevaluation　teamsは厳格に分離され、公平な入札プロセスが確保された。入札にかけ
られたサービスの60％強を民間企業が落札している27。MTの導入の際には、先に述べたようにホワイト
ホール内部でも対立があり反対したケンプが解任されたり、親省庁からエージェンシーに全活動の25％
をMTに出すよう割当てられたことから、チーフ・エクゼクティブにも反発があった。公務員労働組合
（CPSA）もストをおこない、野党や一部高級官僚も同調するなど、紆余曲折があったが、政府の導入姿
勢は揺るがず、効率化の手段として使われるようになった28。
　競争によって公的サービスの質の向上と税金の価値を最大化しようという点で、マーケット・テステ
ィングは、エージェンシーや市民憲章と目的を共有し、その効果を互いに強めあうことを目的としてい
るが、本音は内閣官房に対する財務省の巻き返しであり、行政組織に対する管理上の権限を二分する管
轄権争いの反映であるとする意見もあった。節約には効果があったが、質を犠牲にする例も見られた。
また職員の配置転換や落札した民間企業への移籍を伴うため、現場では職員の士気を挫くとして組合を
中心に根強い不満がある。さらに市場が未成熟な領域では、企業間の競争が不十分なため受注した民間
企業のサービスが低下しがちであること、契約後のモニタリングのコストが無視できないこと、一旦企
業に落札された業務を再度行政で直接供給する際のコストなどの問題も指摘されている。しかしベンチ
マーキングのための手法としては優れており、ブレア政権下でも選択的にではあるが、継続している。
24Competihgわrρuality，　Cm　1730，　HMSO，1991．
25ThθOovernment’Ouide　toルratket　Testihg，　HMSO，1993．
26ｭ制競争入札　CCT（Compulsory　Competitive　Tendering）は、地方政府レベルに最初に導入された。　The　Local
　Government　Planning　and　Land　Act　1980によって1980年に始まり、The　Local　Government　Act　1988によって広く
　拡大した。
27E伍ciency　Unit，　Cαmpeting　forρuality　Policy　Rθview，　HMSO，1996．
28annual　Competing　for　Quality（CFQ）Reportでは、年間700Mを節約しているよいうが、ランニングコストの節約
　は省庁によって大きな違いがある。
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　3）PF1
　さらに、1992年秋、財務省によってPFI（Private　Finance　lnitiative）が開始された。市場の資金と知恵
を活用した公共事業の効率化である。企業連合は、公共事業のデザインから資金調達、建設、その後の
管理までおこない、20年～30年をかけて使用料から費用を回収する。93年にPrivate　Finance　Pane1が設
置され、プロジェクトを選別、続いて入札と契約をおこなった。当初野党労働党の反対もあり、道路や
橋梁などで交通政策領域を中心にゆっくりと始まったが、その後、ノウハウの蓄積とともに応用がすすみ、
論争を巻き起こした刑務所への導入のほか、地方政府、保健、教育の領域への着実に広がっていった。
　97年に政権についたブレア労働党政権下ではPPPの典型的手法として、　PFIの活用がさらに進んでい
る。97年までに100程度の事例しかなかったPFIは、2006年までに750にのぼっている。2003年には、
PFIの将来負担が既存の公会計では的確に追跡できないこと、歳出を先送りするかたちになるPFIを安易
に契約することの危険性などが指摘され、管轄もOGC（OMce　of　Government　Commerce）から財務省に
戻された。2005年以降は減少傾向にある。ちなみにPFIによってコストは平均で10％程度削減されてい
るという29。
　4）セレクト・コミッティーの拡充
　1979年、議会下院のセレクト・コミッティー（select　committee）制度力s’拡充され、各省（そのエージ
ェンシー、とNDPBsを含む）の行政活動へのモニタリング機能が強化された。セレクト・コミッティー
の歴史はながく、その代表格は、1861年に設立されたPAC（Public　Accounts　Committee）であるが、財
政以外の政府活動をモニタリングしようとする動きは1960年代半ばまであらわれなかった3°。66年から
セレクト・コミッティーの拡大へ向けて試行錯誤がはじまったが、1979年になって、当時の下院リーダ
ーのもとで大改革がおこなわれた31。各省の活動をそれぞれモニタリングする14のセレクト・コミッテ
ィーが設立された。行政機関の大臣や高級官僚に限らず、関係する機関や団体や個人に対して、証人、
書類、記録の提出を求めることができる。省の再編に応じて委員会も再編されるので、現在は19の
Departmental　select　committeeがある。下院の議席数を反映する形で11人～14人の委員が属し、省庁、
エージェンシー、NDPBsやその他のクアンゴ、　NHSなどについて歳出、行政、政策の3つの側面から独
自に課題を設定して調査している。行政機関は、関連する詳細な書類の提出を求められる。調査結果は
報告書にまとめられて下院に提出され、一般にも公表される。報告書には、調査案件に関する勧告が付
されており、行政機関は、この勧告に対して60日以内に対応しなくてはならない。この対応の内容も委
員会が文書にして公表する32。
29Allen，G．’The　PrivateFinance　Initiative　（PFI）’，House　of　Commons　Research　Paper　O3／79，　House　of　Commons　Library，
　2003，pp．11～33．
30@Pyper，1995，　p120－127．
31Drewry，Gavin　（ed．）　，　The　New　Select　Committees：Astudy　of　the　1979　reforms，2nd　eds，　Clarendon　Press，1988．
32Departmental　Select　Comrnittees　House　of　Commons　Information　OMce　Factsheet　P2，　revised　june　2009．本文中、制
　度にかかわる記述はいずれもこの文書から引用。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－112一
日治t’U会斗MN石t；’fi］ttfi紀
　セレクト・コミッティーの特徴は、事後的な審査にとどまらない点にある。進行中の事柄に機敏に対
応し、今後の課題になりそうな問題も審査の対象になる。委員会は、時事問題や歳出、法案、を含め、
基本的に対応する省のすべてのプログラムを検証するが、まだ政策として形になっていない事柄への調
査一「ブルースカイ調査」とよばれる一や、以前の報告や政府対応の再検討もおこなう。最近ではアフ
ガニスタンでの英軍戦死者の急増に対して整備の不十分さを指摘するマスコミの報道をうけ、ただちに
防衛省のセレクト・コミッティーが調査を開始するなど、機敏な対応をしている33。調査を通じて議会に
は多くの公式・非公式の情報が入る。また、証人への質問にっいては殆どの場合、公開の場でおこなわ
れるため、関係者以外の一般の人々の関心も集めることができる。
　セレクト・コミッティーはこのような大きな権限を持つうえに、非常に活発に活動している。2007－
08の下院セッションで、各省に対応するDepartmental　select　committeeは832回を数え、省に対応せず
横断的にモニタリングするNon－departmental　committee（全省の歳出をモニタリングするPACや、　EUに
関する行政活動を省庁横断的にモニタリングするEuropean　Scrutiny　Committee、環境問題に関する
Environmental　Audit　Committeeなど）やその他の委員会を含むすべてのセレクト・コミッティーでは1204
回を数える。提出された報告書の数は同時期にDepartmental　select　committeeで166、全体では387に上
る34。すべての委員会が活発であるわけではなく、政府がその勧告のすべてを受け入れているわけではな
いが、全体としてその評価は高い35。なお上院にもセレクト．・コミッティーがあり、上下両院合同のジョ
イント・コミッティーもある。
　5）CSR（SR）とPSA
　CSR（Comprehensive　Spending　Review）およびSR（Spending　Review）と、PSA（Public　Service　Agreement）
は、政府が全省庁の行政活動を掌握するための新しいツールである。ブレア労働党政権下、ブラウン財
務省のもとで98年度予算から開始された。政府の長期戦略を設定し、税金を省内および省相互間で最も
効果的につかいながら戦略目的を達成する
　ことを目的としている。1997年、18年ぶりに保守党から政権を奪回した労働党ブレア政権は、99年に
発表した政権の長期戦略であるModernising　Governmentのなかで、』oint－up　governmentを基本方針の中
心に掲げたが、CRSとPSAはその一環である。いずれも保守党政権下のエージェンシー化やクアンゴの
増加、民営化や民間委託の増大によって断片化の弊害が指摘されていた行政を、一つの目的に向かって
一貫性をもって協働させる試みである。
　CRS（SR）とPSAの特徴は、中央による強力なコントロールである。マニフェストに掲げた重要政策
を国の隅々まで効果的に実施するには、一っの政策目的に対して管轄権が幾つもの省庁や関連組織にま
332009年7月22日にDefence　Committeeは防衛装備に関する調査を開始した。
34House　of　Commons，　The　work　of　committees　in　2007－08，　Liaison　Committee．　March　2009．
35Rush，　M，2000，　pp．120－127．
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たがる行政を調整し、統合する場が必要になる。ブレア首相は繰り返し、よりよい公共サービスを提供
するには「より強力なセンター」が必要性であると説き36、政策目的を複数の省庁が協力して達成するた
めのしくみとして、各種委員会の他に、首相直属の中央機関を幾つも創設した。1998年にはthe　Performance
and　Innovation　Unit（PIU）をCabinet　Othce内につくり、政府の戦略的、省庁横断的な政策を省庁の枠を
こえて効果的に実行するための基地とした。同年には、the　Centre　for　Management　and　Policy　Studies
（CMPS）を創設し、公務員の訓練や政策研究をおこなった。第二次ブレア政権発足直後の2001年には、
PIUのsister　unitとしてPrime　Minister’sForward　Strategy　Unit（FSU）が創設され、　PIUより私的で首相
と省の総務的な関係をサポートしたが、これら3っ（CMPSはその一部）は2002年、　PIUを中心に統合
され、Strategy　Unit（SU）と名称を変えた37。長期戦略や省庁横断的な政策について首相やNo．10に助書
し、それらの政策実施に革新的手法を導入し、横断的政策を実施する各省庁を支援し、新しい政策課題
をいち早く発見することを課題としている38。また同じく選挙直後の2001年には、the　Prime　Minister’s
Delivery　Unit（PMDU）が倉1」設され、各省がPSAの実施する際の支援をおこなうことになった。最近では、
地方政府にも支援の対象を広げている。
　CSR（SR）とPSAは、選挙で国民に約束した政権の政策課題を達成するために、　No．10と財務省が中
心となって、すべての省や関連組織を一体的に作動させるしくみである。CSRは、第一に予算の単年度
主義を改め、3年べ一スの長期予算としてその上限を定めること、第二に新しい資金は（ブレア政権の基
本的改革である）modernizationを達成した報酬としてのみ給付される点に特徴がある39。各省は、政権の
最優先課題であるPSAのもとで自ら設定した目標（より長期的で大きなobjectivesとより具体的なtargets
及びその達成度をはかるためのKey　Perfomlance　Indicator）を達成できなければ、次年度からの予算の増
額は望めない。CSRは、それまでの経緯とは無関係に、ゼロベースで各省の歳出内容を検討する包括的
なもので、結果的に時の政権の政策優先順位を反映したものになる。ほぼ10年おき、1998年と2007年
に実施されている。98年のCSRではその後3年間の予算において、　NHSや教育など政権の主要政策領域
が増額されたのに対し、防衛や外交、各種補助金が削減された。SRは、包括的ではなく、省の幾つかの
側面に焦点をあてて検証するものであり、2000年、2002年、2004年に行われている。
　CSRやSRを実際に動かす際の重要なしくみが、政権の重要政策を示したPSA（Public　Service　Agreement）
である。たとえば2007年のCSRでは30のPSAが5っの大目的のもとに挙げられている。各PSAは、さ
らにDelivery　Agreement（DA）によって支えられている。各DAは、ビジョン、効果を測定するための指
標、その指標ごとのデリバリー戦略で構成されており、その効力は、責任を共有するすべての省庁、そ
の民間パートナー、現場職員に及ぶ。たとえば、PSA　9「2010－11年までに貧困層の子供の数を半減さ
36Liaison　Select　Committee，session　2001－02，0ral　Evidence，　HCIO95，　para4，5．
371nvesters　in　People，　The　Prime　Minister’s　Strategy　Unit（SU），Briefing，　Winter　2002．
38Strategy　Unit，　H。　P．　http：／／www．　cabinetoMce．　gov．　uk／strategy．　aspx
39Statement　by　the　Chancellor　of　the　Exchequer　on　the　Comprehensive　Spending　Review，14Jyly1998．
　http：／／www．　hm－treasury．　gov．　uk／spend．．csr98＿statement．　htm
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せ、2020年までに根絶する。」のSPA　Delivery　Agreement　9の場合、ビジョンには、すべての子供たちが
再校の形で人生のスタートをきるべきであること、子供の時の経験が後半の人生を左右するので、彼ら
の存在可能性を最大限に達成するには貧困に苦しむ子供を根絶する必要があること、政府は2020年まで
にこれを実現することがしるされている。指標は、政府が別に作成しているChild　Poverty　Reviewと
Opportunity　for　Allに記されている規準に従って、絶対貧困所得世帯の子供の数、相対低所得世帯の子供
の数、相対低所得や物的窮乏世帯の子供の数の3つが設定されている。デリバリー戦略としては、雇用
促進プログラム、チャイルド・サポート・エージェンシーを通じた子供への財政支援（Child　Tax　Credit
やChild　Benefit）、住宅支援などが優先順位とともに記され、続いてそれぞれの支援をおこなう労働年金
省（Dep．　For　Work　and　Pensions：DWP）とその傘下にある現場組織Jobcentre　Plus（JCP）、子供・学校・
家族省（Dep．　for　Children，　Schools　and　Families：DCSF）、歳入関税局（Her　Majesty’sRevenue　and
Customs：HMRC）の役割が記されている。これら3省がデリバリー・パートナーであるが、他にも地方政
府や保健省など幾つもの省や部局との連携が具体的に示されており、SPA　DA9全体に責任をもつLead
Ministerは財務省となっている。
　このようにPSAは政府の最優先課題であり、省横断的に設定されているため、　PSAごとにリードする
省と実施パートナーの省が定められている。PSAは、政府のニーズ（政府構造など）に合わせたサービ
スから、人々や企業のニーズに合うサービスへの転換を目指したものであり、各省の改革を内閣府が財
務省と協力しつつモニターする40。
　このようなしくみは、2つの点でこれまでの改革と関連しているように思われる。第一はこれまでの改
革の効果を認めた上での拡大適用である。CSR（SR）とPSAは、省ごとに大臣が枠組文書でエージェン
シーをコントロールしてきた関係の拡張であるように思われる。政府がCSRとPSAで全省をコントロー
ルしている。ブラウン財務省は98年の演説（上記）で、CSRの最大の貢献は大臣が自省内部の資源再配
分一官僚機構からフロントラインサービスまで一を可能にする情報を提供する点にあるとしている。一
方で、内閣の策定した長期計画の枠組みのなかでとはいえ、財務省の全省に対する統制が単なる財政上
の統制にとどまらず、政策の内容から実施のすべてに及ぶようになった点も疑いのない事実である。第
二は、逆にこれまでの改革の結果生じた問題点を修正しようとする姿勢である。ブレア政権はそれまで
の改革の結果生じた負の側面としての行政の断片化を克服しようとしていた。政権の骨子を示した
Modernizing　Governmentの重要課題にもjoint－up　governmentが挙げられている。エ・一・一・ジェンシー化や民
営化、民間委託の推進など、改革の結果、行政サービスが断片化しているとの批判に対して、複雑な社
会問題への対策を練るcross－departmental　unitsをっくったり省庁再編を行ったりしている。CSR（SR）も、
とりわけPSAとDAに詳細に記された複数の省庁の任務や、パートナーやリーダーなどの位置づけには、
複数の省やエージェンシー、地方政府の協働を円滑にし、政策効果をあげようとする意図がみえる。
40?狽狽吹F／／www．hm－treasury．gov．uk／d／pbr－csrO7＿service．pdf
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　3．まとめ
　本稿では、イギリスの官僚制改革のうち、サッチャー政権以降ブレア政権までの組織改革と管理改革
について概観した。ウェストミンスター・システムのもと内閣が強い権限を行使しうること、法律では
なく行政命令によってこれらの改革ができることなど、英国特有の制度配置によって可能になった部分
はあるにせよ、保守党と労働党の両政権によって30年余りにわたって続けられた諸改革はイギリスの官
僚制改革とその管理方法を大きく変貌させた。保守党政権下ではNPM（New　Public　Management）改革に
よって独占による非効率に陥っていた官僚機構に競争が導入され、労働党政権では、NPMの結果生じた
利点を維持しつつ弊害の部分を是正するためにPPP（Public　Private　Initiative）改革がすすめられた。競
争による効率性を追求するために市場と協働する一方で、市民の政治や行政への参加を促し、コミュニ
ティの活性化をはかり、断片化しがちだった政策の統一性を向上させるための試行錯誤がなされている。
　本稿では触れることができなかったが、組織改革や管理改革と不可分一体の関係にある人事管理制度
も大きく変化している。日本が手本とした閉鎖型任用制は、全体の4分の3を占めるまでに増加した、
政策執行組織すなわちエグゼクティブ・エージェンシーとその長の公募採用（原則）によって、フルト
ン報告後に始まった幹部クラスの開放構造が大きく進展し、現在では側面開放型ともいうべきものにな
っている。また、採用時の試験区分によって入省後の昇進が異なる人口選別も、サッチャー政権時に整
備された内部での移行試験が拡充され、活発に利用されるようになった結果、かなり緩んでいる。政策
形成に携わるコア省庁の人事も、より外部との交流が盛んになり、給与を含めてより能力本位になり、
異動に本人の意向を尊重するようになるなど、より柔軟な運用へむけて改革がすすめられている。
　関連する制度配置が異なるため、イギリスの官僚制改革から日本が何を学ぶべきか、あるいは学べる
かの判断は難しい。エグゼクティブ・エージェンシー制度をモデルとした独立行政法人制度が、全く異
なったものになった例もある。しかし、官僚制の行き詰まりが唱えられて久しい我が国にとって、比較
的制度配置の近いイギリスで30年にわたって続けられてきた改革の試みは、示唆に富むものと言えよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（りゅう　きょうこ）
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